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第46回定期大会

Ⅰ．報告事項
(1) 一般経過報告
(2) 闘争経過報告
(3) 2007 年度会計決算報告
(4) 2007 年度会計監査報告
(5) 特別報告

　金属労協は第 46 回定期大会を９月４日に開催します。
　今大会は、中間年の大会にあたり、2007-2008 年度運動方針を補強するための
2008 年度活動方針を審議、決定します。
　今号では、大会議案特集として 2008 年度活動方針案のダイジェスト版を掲載します。

金属産業にふさわし
い

労働条件の確立

組織強化への対応と運動
を

支える財政基盤の確立

Ⅱ．審議事項
(1) 2008 年度活動方針
(2) 2007 年度一般会計
      剰余金処分
(3) 2008 年度会計予算
(4) 役員の一部改選

議　題日  時    2007 年９月４日（火） 
10:00 ～ 16:00

場  所    ホテルラングウッド
２階「ラングウッドルーム」
東京都荒川区東日暮里 5-50-5
 TEL 03-3803-1234
＊ＪＲ日暮里駅南口下車徒歩２分

アジアを重視した

国際連帯活動の推進

民間・ものづくり・
金属

としての政策実現に

向けた取り組み

－ ダイジェスト －
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引き続き景気は拡大、
労働者の努力への反映が必要
現在も経済は緩やかな景気拡大を続けています。
中国などの飛躍的な経済発展と米国の安定的な景
気拡大のもとで輸出が増加し、それが生産を拡大
させ、大企業から徐々に輸出関連産業を中心に中
小企業にも波及、経済全体を回復軌道に導いたも
のと言えます。
こうした背景には、これまで職場を含めた一人
ひとりの労働者による懸命な事業構造改革への協
力・努力が、企業体質の強化に結びついています。
一方、ここに来て雇用や労働時間が増え、個人所
得が増加し弱いながらも個人消費の回復につな
がったことも、持続的な景気回復を可能にしたと
認識されます。輸出など売り上げも引き続き増加
していくものと認識され、今後も日本経済は成長
を持続できると考えられます。
しかし、電気・ガス料金やガソリン料金などエ
ネルギー関連で上昇しているものの、消費者物価
そのものはデフレ状態を脱し切れていません。

グローバル化で進行する格差社会
深刻な若者雇用問題
経済のグローバル化は、従来に比べようもない
ほどに日本を競争社会へと変化させており、大幅
に収益率を改善する産業・企業がある一方で、逆
に収益悪化に苦しみ事業改革の先が見えない企業
もあるなど、収益の２極化が顕著となっています。
ただし、収益を改善した企業においても、非典型
雇用労働者へのシフトによって総労務費圧縮を追
求したことが、結果として収益の改善につながっ
ていることへの留意が必要です。
一方、団塊世代の引退や若年労働力の減少を背
景に労働力の不足感が高まり、多くの企業で新卒
採用が再開され完全失業率も３％台後半にまで改
善しているものの、非典型雇用労働者は雇用労働
者の３割を超えたままで、深刻な若者雇用問題は
社会階層の固定化にもつながる動きを見せ始める
など、日本においても格差拡大が社会問題化して
きています。

労働攻勢を強める安倍政権
労働組合としての明確な対応が必要
こうした中で2006年９月に発足した安倍政権
は、総選挙勝利の絶対安定多数を背景にして労働
ビックバンの姿勢を打ち出すなど、労働法分野関
連についてグローバル化への対応と称し、規制自
体を整理・撤廃する姿勢を露わにしています。こ
の姿勢は、労働時間法制や労働契約法、最低賃金
法など法改正後を含めた審議会経過を注視してい

く必要があります。
また、成長力底上げ戦略について政労使代表
者で構成される円卓会議を設置、最低賃金水準
のアップに向けた自民党姿勢を喧伝、一方では、
2007年５月に発表した規制改革会議・再チャレ
ンジワーキンググループの中間報告で、再チャレ
ンジを可能にする社会の実現には、積極的に人材
を活用できる労働法制の整備が不可欠で、
・労働者保護の色彩が強い現行労働法制は、逆
に非典型雇用労働者の増大につながっている

・労働者の権利を強めれば、保護が図られると
いう考え方は誤り

・不用意に最低賃金を引き上げれば逆に生活を
困窮させる
などと主張。最低限度の労働条件を確保するた
めの法的要件さえも撤廃することを強烈に主張し
ています。こうした主張は、労働者保護のための
規制を一方的に撤廃しようとするものと断じざる
を得ない。こうした動きは、その後の国会審議へ
と連動していくものと考えられるだけに、外国人
労働者問題を含めて労働組合としての役割と責任
を自覚した、明確な対応推進が必要不可欠です。

国際労働運動も大きく変化する中、
アジアの連帯構築を推進
国際労働運動では、2006年11月にＩＣＦＴＵ
とＷＣＬが統合し「ＩＴＵＣ」（国際労働組合総連
合）が結成されました。また、新たにＧＵＣ（グロー
バル・ユニオン評議会）が設置され、ＩＭＦ（国
際金属労連）を除く国際産業別労組（ＧＵＦ）と
ＯＥＣＤ -ＴＵＡＣ（経済協力開発機構労働組合
諮問委員会）が参加をしています。これまでＩＴ
ＵＣが政治的・社会的な側面への役割を担い、Ｇ
ＵＦが産業上の国際運動課題への役割をもってき
た経過からして、注目が必要です。また、一部の
ＧＵＦが統合の動きを強めていることや、国を越
えた産業別組織の統合などが出てきており、国際
運動面でも大きな変化が始まっています。
また、経済のグローバル化は、アジア各国の経
済的関係をより密接なものにし、労働運動面でも
従来以上に相互信頼に基づいた連携強化が必要と
なっています。
金属労協は、そうした中心的な役割を担う場と
して、2007年６月に「アジア金属労組連絡会議・
パイロット会議」をシンガポールで開催しました。
わたしたちは自らの必要性だけでなく、各国金属
労組のニーズも的確に把握し、より確かな信頼に
基づくアジアの連帯を構築し、共に運動成果を獲
得できるよう取り組みを推進していきます。

１．	取り巻く環境の基本的な認識
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２．重点運動課題の推進について
金属労協（ＩＭＦ－ＪＣ）は、取り組み環境条件の大きな変化を認識し、この２年間の運動方針を踏ま

えると共に、総合プロジェクト会議の答申である「明確な目的や役割に基づき、運動を実践する」との基
本姿勢を堅持し、下記の重点運動課題を中心に、この後半年度１年間の取り組みを推進していきます。

●金属労協が先導し春季生活闘争で他産業を含めて
「賃金改善」の流れが定着。
●一定の交渉成果を引き出したものの、産別毎ある
いは産別内にも回答内容に幅が出たことは、ＪＣ
共闘の改革課題。
●大手組合だけでなく、中・小規模企業の賃金水準
などを底上げのため労働条件の社会性を強めるた
め、労働条件の「格差解消」への共闘確立が必要。

運動方針で提起した賃金・労働時間の「産業・業
種別、企業規模別」の実態分布の把握、その幅と共
闘水準の提示によって絶対水準による共闘を推進す
るとの考え方を大切にし、運動改革を具体的に前進
させていきます。
同時に格差是正にむけた共闘展開ができるよう、Ｊ
Ｃミニマム運動と連動し得る共闘体制の整備に努め、
2008 年闘争にむけては、長時間労働の常態化を解消
するための取り組みのあり方についても検討を深め
ていきます。

１)金属産業にふさわしい労働条件の確立 ２)民間・ものづくり・金属としての
政策実現に向けた取り組み

●「政策・制度課題のとりくみ」に基づき、連合・
民主党と共に、経営者団体や関係省庁へ申し入れる。
●特に、「金属産業が引き続き世界市場をリードして
いくための国内生産基盤の維持・強化」は、益々
重要な政策・制度課題に。
●ものづくりはわが国の発展基盤であり、若者の製
造業離れは極めて深刻な問題。

金属労協は、この「若者雇用」について検討を継
続し、幅広い対応策を練っていきます。また、この
問題は非典型雇用労働にも直結する課題であると共
に、労働法制面の改革とも関連しています。労働政
策局とも連携し、取り組みを進めていきます。
一方、日本企業の海外事業展開の継続拡大の中で、
従来以上に産業・企業競争力の強みの維持と共に、中
核的労働基準を含めた社会的責任を果たすことも重要
です。労使共通の認識を醸成し前進を図っていきます。

●発展途上国を中心とした各国労組は、海外からの多
国籍企業と労使関係を構築し、雇用と労働条件をそ
の製造拠点に懸け運動を推進しているが、これまで
以上に、厳しく困難に晒されている。
●日本企業による海外進出先の現地雇用者数 340 万
人の内、金属産業は 230 万人を雇用、この内 170
万人（７割）が中国を含むアジアに集中、企業動
向そのものが彼らに直接的な影響を与える実態。
●今後も一層アジア各国との経済的結びつきが高ま
り、一つの経済圏を形成していく過程にある。

金属労協はアジアを重点に国際連帯活動を進めて
いきます。アジア金属労組連絡会議については、パ
イロット会議（2007 年６月）踏まえ、今期には具体
的にスタートが切れるようにします。また、早期に
各国別に運動実態を反映したデータベースを逐次整
理し、変化する各国労働運動の状況の的確な把握し、
効率・効果的な活動を推進していきます。
また、ＩＴＵＣ結成以降は、ＩＭＦ本部と連携し
各ＧＵＦの再編・統合を模索する動きを注視、国内
ＧＵＦ組織とも従来以上に連携をとっていきます。

３)アジアを重視した国際連帯活動の推進

●効率的な財政執行、金属運動の改革と実践を踏ま
えた予算のあり方や、運用を含めた財政の見直し
を実施し、引き続き「総合プロジェクト会議答申」
に沿って財政確立が必要。

ＩＭＦ会費については、今期から 150 万人（△ 20
万人）へ変更することとします。
また、地方連合内に設置された金属部門連絡会議
を母体に、地方レベルにおいても金属運動の確立を
めざしていきます。
一方、2004 年３月に改正労働者派遣法が施行以降、
金属産業でも派遣労働者などの非典型雇用労働者の
割合が年ごとに増加してきています。こうした実態
の進行や格差が拡大する傾向の強まりは、彼らを含
めた運動フレームの構築を労働組合に迫っています。
また、労働組合が過半数代表を満たせない状況
下で、労働者の組織化が大きな課題になってくる
ものと考えます。金属労協は、組織委員会での検
討経過を踏まえ、さらに産別ごとの状況把握に一
層努めつつ、組織化などの諸課題について検討を
すすめます。

４)組織強化への対応と運動を支える財政基盤の確立
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１）第２次賃金・労働政策の
実現に向けた運動の推進

企業間、雇用形態間の格差拡大や長時間労働が社会

問題化しているなかで、非典型雇用労働者を含めた労

働条件の改善や長時間労働の是正によるワーク・ライ

フ・バランスの実現が課題となっています。このため、

春季生活闘争において具体的な取り組みを行い、企業

労使の労働条件決定を社会全体に波及させることが求

められています。

2008 年度は、第２次賃金・労働政策で掲げた、「大

くくり職種別賃金水準の形成」や「ＪＣミニマム運動」、

「総合労働条件の改善」の取り組みを前進させ、金属産

業にふさわしい労働条件を確立することをめざします。

(1) 大くくり職種別賃金水準の形成
個別銘柄別の賃金水準を重視した「大くくり職種別

賃金水準の形成」によって、金属産業にふさわしい賃

金水準の実現をめざします。

2008 年闘争に向けては、絶対水準を重視した共闘へ

の改革を前進させるため、公的データによる賃金分析

を充実させるとともに、「比較指標」の規模別データな

どの点検によって信頼性を高めることによって、他産

業・他企業と比較した賃金の位置づけを明らかにして

いきます。

また、「中堅・中小労組登録組合」の共闘効果を高め

るべく見直しを進め、中堅・中小労組への支援を強化

していきます。

(2) ＪＣミニマム運動の推進
　企業ごとの賃金格差や雇用形態の多様化に伴う賃

金格差が拡大していることから、金属産業内で働く労

働者の賃金を底上げすべく、2008 年闘争に向けて、

ＪＣミニマム運動を強化します。

企業内最低賃金協定については、企業内の非典型雇

用労働者への影響を高めるため、適用対象者や水準、

締結方法などについて検討を進めていきます。

法定産業別最低賃金については、派遣労働者への適

用や地域別最低賃金水準の改善の動き等を念頭に、派

遣労働者の賃金水準の底支えにも機能するように取り

組みを強化します。

ＪＣミニマム（35歳）については、企業内最低賃金

協定と関係について検討することとします。

(3) 総合労働条件の改善
長時間労働が心身の健康に悪影響を及ぼし、さらに

は少子化の原因の１つともなっていると指摘されてい

ます。ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

を図ることが喫緊の課題であるとの認識の下で、所定

労働時間の短縮、割増賃金率の引き上げ等、年間総実

労働時間 1,800 時間へ向けた取り組みや、仕事と家庭

の両立支援制度の充実など、具体的な取り組みを行う

ことを検討します。

雇用形態の多様化に対しては、非典型雇用労働者の

公正労働条件確保に向けて、取り組みをすすめること

とします。

２）春季生活闘争における
ＪＣ共闘体制の強化

近年、要求方式の違いや賃金制度の多様化、取り組

み年度の違い、さらには職場における課題の多様化に

伴い、交渉局面における相互比較の困難さが生じてい

ます。2007 年闘争においては、産業間、企業間の取

り組み結果に幅が出ることとなりました。

金属労協では、情報開示によって相互理解を深め、「幅

を持ちつつ確かな共闘」を推進していくことを基本に、

社会的影響力を与え得る共闘を構築していきます。

昨年の第 45 回定期大会

2007 年闘争集中回答日の記者会見
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１）政策・制度要求の実現に向けた活動
(1)2007 年政策・制度要求重点取り組み項目の実現
2007 ～ 2008 年度運動方針において、従来は毎年

行っていた政策・制度要求の策定を２年ごととし、とり

わけ中間年には、時々の重点課題の明確化と深掘り、さ

らには実現に向けた諸活動に注力することとしました。

2007 年４月には、2006 年に策定した２年間の政策・

制度要求を補強する「2007 年政策・制度要求重点取り

組み項目」10 項目を整理しましたが、その実現に向け

力を注いでいくこととします。具体的には、対政府・対

政党の要請活動をきめ細かく展開し、また連合と連携を

強化するとともに、連合・金属部門連絡会などを活用し

て、連合運動における金属の考え方の一層の浸透を図り

ます。

とりわけ下記の項目については、大臣要請も含め、特

段の取り組みを行っていくこととします。

①ものづくりの観点に立った若者雇用

次代のものづくりを担う若手人材の確保・育成に関す

る政策のうち、2007 年政策・制度要求においては、小

学校・中学校におけるものづくり教育の強化と機会の拡

充を図ります。また、安定した職に就くことを希望して

いるにも関わらず、雇用対策の網から漏れている若年者

と、若手人材確保に苦慮するものづくり現場などの職場

とのマッチングを促す若年者トライアル雇用制度の拡充

を求めていきます。

②ものづくり現場における外国人労働者問題

外国人労働者問題については、2006 年に金属労協が

とりまとめた基本的考え方、すなわち、

＊ものづくり現場へのなし崩し的な外国人労働者の流

入は、技術・技能、情報や知恵の長期にわたる蓄積

とその発揮という「労働の質」の高さに裏づけられ

た、わが国ものづくり産業の国際競争力を失わしめ

る危険性が大きいもの、と判断せざるをえない。

＊ものづくり現場の技能者として外国人労働者を受け

入れるという考え方については、認めることはでき

ない。

という基本的な姿勢に則り、ものづくり現場やいわゆ

る単純労働の分野への受け入れ拡大が行われることのな

いよう、敏速に対応を進めます。また、日系人労働者、

外国人研修・技能実習生について、人権が確保され、賃金・

労働条件、職場環境、生活環境などが適正なものとなる

よう、制度の見直しを求めていきます。

③京都議定書目標達成計画見直への対応と

「サマータイム制度」の導入

京都議定書目標達成計画見直しの際には、より効果の

高い具体的対策・施策への方針転換を行うと同時に、新

たな施策の展開に向けた検討を要請していきます。特に、

新たなライフスタイルの確立と省エネに寄与するサマー

タイム制度については、ＣＯ２排出削減見込量とともに

同計画に盛り込み、着実な導入が図られるよう、関係機

関への働きかけを行うとともに、各界各層への理解促進

活動など、様々な機会を捉え活動を継続していきます。

(2)2008 ～ 2009 年政策・制度要求の策定
「民間産業、ものづくり産業、金属産業」に働くものの

観点に立って、2008年４月に「2008～ 2009年政策・

制度要求」を策定します。金属労協の運動サイクル、連合

の政策・制度「要求と提言」のサイクルとは一年間ずれて

いますが、これにより、要求策定において、より中身の濃

い議論を行っていくとともに、金属労協の考え方を連合の

「要求と提言」に反映させていくことをめざしています。

2008 ～ 2009 年政策・制度要求の策定に向け、2007

年 10 月に「政策セミナー」を開催し、重要課題に関し

てより理解を深めていくとともに、2008 年４月には「政

策・制度中央討論集会」を開催し、各産別、企連・単組

が一堂に会して活発な議論を行い「2008 ～ 2009 年政

策・制度要求」に反映させていくこととします。

２）ものづくり現場における若手人材の
適正な確保に向けた取り組み

若者のものづくり離れ、超少子化のなかで、多くのも

のづくり企業では、量的にも質的にも適正な若手人材を

確保できておらず、技術・技能の継承・育成が深刻な課

題となっています。

金属労協は、ものづくり現場おける若者雇用の総合的

な実態把握を行い、若者がものづくり現場を就職先とし

て積極的に選択し、次代のものづくり産業の担い手とし

て必要な能力開発が着実に受けられるような環境づくり

に向け、ものづくり教育の充実、職業観の育成、就職支

援にむけた施策の整備、総合的な技能評価制度の確立、

良質な雇用確保のための労働法制整備など、ものづくり

の観点に立った若者雇用政策について、様々な角度から

幅広い検討を行い、政府、教育機関、経営者、労働組合

など各界各層がそれぞれ取り組むべき具体的な活動への

反映を図ります。
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３）東アジア地域・各国の金属産業動向に
関するデータの整理と分析

日本、中国、韓国、ＡＳＥＡＮ諸国を中心に、経済連

携が深化している東アジア地域では、生産拠点、市場と

しての存在感がますます強まっており、特に金属産業に

おいては、同地域における事業ネットワーク形成の進展

により、産業構造が急速に変化しています。

こうした状況のなか、金属労協は、東アジア地域・各

国の金属産業に関する動向について収集したデータの整

理・分析を行い、労働組合として今後取り組むべき課題

を抽出し、産業政策活動に反映していきます。また、当

該地域における労働組合との情報交換・相互理解を進め

ていきます。

４）「ものづくり教室」の充実と発展
将来のものづくり産業の基盤強化のためには、技術・

技能の継承・育成が不可欠であり、ものづくり人材の育

成、とりわけ戦略的なものづくり教育の構築が不可欠で

す。金属労協は、政府に対してものづくり教育の強化を

主張していますが、金属労協独自の活動としても、「も

のづくり教室」の実施を推進しており、単組や地方ブロッ

クの取り組みの選択肢のひとつとして、実施例も増加し

つつあります。

2007 年４月には、教室実施のためのノウハウを整理

した「ものづくり教室の取り組みに向けた参考資料」を

作成しました。今後もノウハウの共有化を進め、企連・

単組や地域組織が実施する「ものづくり教室」の開催の

促進、その充実・発展を図っていきます。

あわせて、学校、保護者、地方公共団体、企業、労働

組合などの連携の下に、ものづくり教育、ものづくり教

室が円滑に実施されるよう、地方ブロックおよび地方連

合・金属部門連絡会による地域の実情を踏まえた取り組

みを促進していきます。

５）中核的労働基準遵守の取り組みの再構築と
ＣＳＲの取り組み推進

(1) 中核的労働基準遵守の取り組みの再構築
海外事業展開に際しての中核的労働基準の遵守に関す

る取り組みは、従来、企業行動規範（ＣＯＣ）の労使締

結を中心に進めてきましたが、残念ながら締結に至って

いません。さらに、各企業労使の中核的労働基準遵守に

関する取り組み状況も踏まえると、まずは、こうしたこ

との重要性について労使共通の認識を醸成しつつ、段階

的に取り組みの前進を図っていくことが必要です。

具体的には、本大会で報告するＣＯＣ作業グループの

「中核的労働基準遵守の取り組み再構築」に関する最終

まとめに基づき取り組みを進めることとします。2008

年度は、各産別や企業連・単組における具体的な活動の

検討・実践につなげるべく、金属労協として企業連・単

組を対象としたセミナーの開催や各種労使会議での課題

提起、関連情報の展開などを進めます。

(2) ＣＳＲの取り組み推進
ＣＳＲ（企業の社会的責任）は、企業の永続的な発展

にとって不可欠であり、労働組合の参画も欠くことがで

きないことから、2005 年に金属労協が策定した「ＣＳ

Ｒ（企業の社会的責任）推進における労働組合の役割に

関する提言」（改訂版）が、産別、企連・単組において

具体化されるよう、引き続き取り組みを展開します。

具体的には、「提言」の中身について、実現状況や必要

な取り組みに関し、産別、企連・単組において容易に判

断できるような「チェックリスト」を作成し、利用の促

進を図ります。また、国連のグローバル・コンパクトの

重要性が一層高まっていることから、金属労協組織内企

業の参加を促進していくこととします。とりわけ、グロー

バル・コンパクト参加を日本全体の大きな潮流としてい

くため、まず金属労協本部としての参加を検討します。

グローバル化や雇用形態の多様化など、企業やそこで

働く勤労者を取りまく環境が大きく変化しており、公正

ルールの確立が求められています。とりわけ労働分野に

ついては、職場の実情について十分に把握している労使

が参画し、社会全体の合意を形成するなかで改革を進め

ることが重要です。社会的な広がりを持つ労使関係を構

築する観点から、日本経団連との定期懇談会や金属産業

労使会議の充実を図り、幅広い課題について論議を深め

ていくこととします。
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１）グローバル化に即応した取り組み
(1) ＩＭＦアクション・プログラムの効果的実践への対応
ＩＭＦは、2005年５月のウィーン世界大会において、「ア

クション・プログラム2005～ 09」を採択し、取り組みを

展開しています。この方針の遂行に当たっては、日本として

も様々な対応が必要となりますが、それは同時に世界各国の

金属労組との関係を強化することにも繋がると認識します。

ＩＭＦ－ＪＣとしての世界的な連携のあり方など、より効果的

な運動展開について具体的な検討を更に進めていきます。

(2) 欧州との２国間交流の推進
ＩＧメタル・北欧産業労連との定期協議は３年毎に開

催されますが、その間、必要に応じて特定テーマについ

て専門担当者レベルによる専門協議を配置し欧州金属労

組からの情報の把握・信頼関係の維持向上を図ります。

(3)「労働事情調査団」の派遣見直しについて
金属労協はこれまで毎年定期的に労働事情調査団を派

遣し、各種調査などに一定の成果をあげてきました。し

かし、派遣回数が重ねられ相応の蓄積ができたこと、各

産別の調査との重複感、あるいは既存の国際会議などの

場の活用で代替可能などの指摘がされています。従って、

今後は定期的に調査団を派遣することはせず、必要に応

じて都度派遣を検討することとします。

一方、グローバル化の進展や各企業の海外事業展開拡

大に伴い、日本の労働組合としても国際労働運動や国際

労働問題への対応の必要性が増しています。こうした面

において見識を持った人材を育てるという観点で、主に

企業連・単組役員レベルを対象とした海外実地研修中心

のプログラムを 2008 年春に実施します。

２）アジアを重視した国際連帯活動の展開
(1)「アジア金属労組連絡会議」の充実
アジア・太平洋地域のＩＭＦ地域組織機構は、３つの

サブ・リージョンとそれごとに設置されている地域事務

所（東アジア事務所：2001年閉鎖）から成っており、ア

ジア全体の活動のための地域会議のもとに、調整委員会・

サブ・リージョナル委員会を配置、地域ごとの課題を把

握・調整しつつ運動を推進しています。しかし、各国の

経済活動は、こうした地域機構を超えて関係強化が進ん

でおり、産業課題や労使問題などを解決していくために

は、各国金属労組が一堂に会し、問題の所在や対応につ

いて話し合う場の必要が年ごとに高まっています。

こうした観点から、2007年 6月に「アジア金属労組連

絡会議」のパイロット会議をアジア10カ国・地域の12

組織の参加を得て開催し、アジア金属労働運動の課題と

各組織の対応について理解を深めるとともに2008年の正

式立ち上げを確認しました。今後、アジア各組織と連携し、

引き続き内容の充実を図っていきます。一方、ＩＭＦ本

部に対しても、アジア地域の運動の活性化を図るべく組

織機構の見直しや運営について改革を求めていきます。

(2) 産別、企業連・単組との連携体制の強化
海外事業展開の増加にともない、産別だけでなく国内

の企業連・単組においても進出先各国労組との連携体制

の強化が従来以上に必要となっています。こうした協力

体制は海外紛争解決だけでなく、経営側への対応力を高

め、それが健全な労使関係の構築につながり、結果とし

て紛争の未然防止にもつながるものと考えます。

金属労協は海外労使紛争に関する労使セミナーを開催

するなど理解促進に努めると共に、各産別、企業連・単

組との連携体制の強化を推進します。

(3) アジアにおける２国間交流の推進
日韓定期協議は、韓国内の労働運動の課題が山積して

おり、韓国の２つの金属労組が同時に参加して開催する

ことが困難な状況にあります。金属労協としては、すべ

ての組織が参加する日韓定期協議の枠組みを引き続き維

持していきますが、当面、可能な範囲で個別の組織との

交流も進めていくこととします。

中国金属工会との交流は、先方からの招請に基づき

2007 年９月に中国にて実施します。

３）ＪＣ国際窓口機能の強化にむけた
国別・組織別データベースの整備等の対応

世界各国金属労組との連携体制を強化し、国際連帯活

動を従来以上に進めていくためには、ＩＭＦ－ＪＣがも

つ国際窓口の機能強化とそれに基づく役割の遂行が極め

て重要となります。わたしたちは、そうした観点から国

ごとの労働運動の課題や雇用・労働法制、労使関係上の

問題点について、国別・組織別に把握し、ＪＣ国際窓口

機能の強化を図ります。

４）連合および他ＧＵＦとの連携の促進
ＩＴＵＣのＧＵＣ（グローバル・ユニオン評議会）設置がされ

るなど、ＧＵＦ（国際産業別組織）間の協力のあり方が大きな

問題となっています。また、連合を窓口とするＮＣＰ問題にも、

緊密な連携と対応が必要となっています。金属労協は、連合

や他国際組合組織とも必要に応じて連携が図れるよう、常日

頃から情報交換を行い協力関係の強化に努めていきます。
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１）連合金属部門連絡会の運営強化
　地方連合の金属部門における体制整備をさらに進め

るとともに、2008 年度においては、地方連合金属部門

の活動の充実に軸足を移していきます。

具体的には、各県における金属部門連絡会の定期開催

に務め、春季生活闘争や最低賃金の取り組みなどの情報

交換をさらに密にすると共に、安全衛生研修会、ものづ

くり教室の実施など各県の特色を生かした活動を推進し

ます。また、各県の状況に応じて、地方連合金属部門連

絡会として、民間・ものづくり・金属の立場から、各地

方自治体に対する政策・制度要求を策定し、取り組み強

化を図ります。さらに、金属労協として、ＪＣ地方ブロッ

クを通じて他県の取り組み事例、資料提供等のサポート

をしていきます。

中央レベルで開催する連合金属部門連絡会について

は、金属労協として、引き続き、事務局機能を高めつつ、

連合金属部門の活動強化に協力していきます。産別書記

長・事務局長を構成メンバーとする金属部門連絡会では、

連合の主要な政策課題について、早い段階において、民

間・ものづくり・金属の立場から自由な意見・討議を行い、

その政策理念が盛り込まれるように、定期的に協議を行

います。また、その内容を、地方連合金属部門連絡会に

も的確に伝達することで、中央と地方が一体となった金

属部門連絡会の強化を推進していきます。

２）ものづくり現場における非典型雇用
労働者の実態把握と新たな課題への対応　

金属労協は、この１年間、組織委員会を中心に各構成

産別における非典型雇用労働者の実態や組織化問題など

について様々な検討を行ってきました。2008 年度にお

いては、産別ごとの組織実態の状況把握に一層努めつつ、

ものづくり現場における非典型雇用労働者への対応につ

いて検討します。

非典型雇用労働者の割合が全体の雇用者の30％を超え

る状況の中で、パート・派遣・業務請負労働者などの組

織化を精力的に進めている産別もあり、特に派遣労働者

については、派遣元企業での一括組織化実現などに成果

を上げています。その結果、派遣労働者の最大の受入れ

先であるものづくり現場では、派遣労働者と正規従業員

が別々の産別に組織化されている場合もあり、一つのも

のづくり現場で複数の産別が共存し、正規従業員の組合

より大きくなるところも出てきました。このことは、時

間外協定や安全衛生問題についての労使協議、さらには

日常の組合活動などに大きな影響を及ぼすことが推測さ

れます。各産別とも非典型雇用労働者の組織化をはじめ、

複数産別が共存する職場における様々な課題に対応する

ため、組織委員会の場を中心に、産別間の情報の共有化

を図ると共に、組織化など諸課題について検討をすすめ

ます。

３）次代を担う組合役員の育成と
労働リーダーシップコースの内容充実

金属労協は、結成間もない1967年にわが国初の大学と

の提携による画期的な労働リーダーシップコースを開設

しました。1969年には西日本コースもスタートさせ、東

西両地区における労働リーダーシップコースを今日まで

継続し、多くの労働組合リーダーを輩出してきました。東

日本コース開設40周年を迎え、本年４月に記念シンポジ

ウム・レセプションを開催しました。東日本コース40周

年を機に、とりまく労働環境の変化に合わせ、時代にあっ

たコース内容に改善するべく、検討を行っていきます。

４）新たな運動を支える財政基盤の
確立に向けた取り組み

この２年間の運動方針の考え方に基づき、効率的な財

政執行と安定的な財政基盤の確立に全力を傾注します。

金属運動の改革と実践を踏まえた予算のあり方や、運用

を含めた財政の見直しを実施し、引き続き「総合プロジェ

クト会議答申」に沿って財政確立を図っていきます。

特に、具体的な財政基盤の確立策については、ＩＭＦ

会費については会費納入人員の実態に合わせて、今期か

ら 150 万人（△ 20万人）へ変更するとともに、地方ブ

ロックの交付金の見直しや、各種集会の効率的な開催な

どさらなるに効率的な運営をめざして、活動を進めます。

合わせて、効果的な資金運用と支出の削減に引き続き努

力していきます。


